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第2外国語としてのドイツ語教育の目標と方法の多様化
本小論の目的は次の2点である。 第lに、 国
際化が進展する今日、 リングア ・ フランカとし
ての英語の役割を認識した上で、 第2外国語と
してのドイツ語学習の目標とその方法を新しい
観点から考察することO 第2は、 叶宣教育にお
ける外周語教育の 目 標と し ての 「 コミ ュニケ ー
ション能力養成」を「市民性j育成の観点から
捉える可能性を提言することである。従来の「教
養j 対「実用 j と いう対立を超え、 「 コミュニケ
ーション能力」が何を意味し何故求められるか
を、 戦後ドイツ社会における経験を参考に考え
てみたい。
1. 第2外国語としてのドイツ語教育の
可能性
「一般教育等研究センタ一報25号jで筆者は此
に、 ドイ ツ語教育研究における さいき んの動き、
特に教員養成カリキュラムの改革について論じ
たので、 本小論では先ず、 日本のl合�j �等教育機関
でのドイツ語教育をめぐる状況変化を確認した
し、。
日本におけるドイツ語教育の歴史は長い。 し
かLその方法をめぐる考察の歴史は浅い。 明治
の開国と「富国強兵J I脱亜入欧J I和魂洋-lJ
の近代化路線の時代、 そして再び第二次ift 界大
戦後生じた「近代化jの時代を過ぎ21↑11:紀を迎
えようとする今日、 ドイツ語学宵者はフランス
語学習 者と並び減少傾向 にあ る 。 幾 つかの 大学
では自由選択或いは廃止に近い状況にさえあ
る。 他方で、 第2外国語として選択される説様
車関�Lj大学文学部教授
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も増加し、 スペイン語、 ロシアdtと放び、 アジ
ア系Ei--台、 特にI-jIL�1語、 朝鮮語へと、 学生のそ
して社会の関心は広がっている。 語干)l!:の多様化
は、liîJ時に、 読解}Jから表現力業成へという学
刊日標の多様化と連動しているの
このような動向は、 英語・ ドイツ語・ フラン
ス語など欧米系のI i語が[先進諸|吋」からの法
学、 医学、 工学などの品科�'-?の情報を輸入する
ための重要な機能をtIlっていたことを改めて示
しているの 欧米系f.Î五号がギjするこのような社会
的機能は、 iÚil時代か ら継続し て いるO 儒学:が
支配的であったにも拘わらず、[JLîì干の書物を翻
訳し「取り調べるj必要から「捺脊調所」とい
う「洋学j研究・教育所が開設され、 後に「開
1&所jと名を変え、 やがて一点以大学としてH本
の高等教育や科�}:研究の体制が確去される基盤
を !えした こ とは 周 知のとお り である 。 こ の事実
は114:の外岡語教育の社会史的枠組みを端的に
ポすものとして象徴的であるといえよう。 ドイ
ツ語は、!非JtKJ当時、 医学、 策事・科学技術の韻
域における削際比較で優れた業績をがしたプロ
イセンl'i\Jのiil市であり、 英語・ フランス語と並
ぴj最安:な情報輸入の子段として認知lされ、 公的
教育機関における教授・'予刊の対象とされた。
外国語教授方法は、 その11椋と深く結びつい
ている。 1均等教育における欧米系-�-�f11告の、 従っ
てドイツiiftのヴ:�l}1.教授H標は1""述の背景から、
専門文献の講説であった。 代衣的な教授方法は
文法・訳読wであり、 その伝統は多くの大学で
のドイツ話教育の現場で、今I1でもj舌きている。
21!H:紀を前に、 しかし、11本社会で-も外国語
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の使用領域や学背1I襟は大きく変わり、 ドイツ
語教育にも影響を与えている。 ドイツ文学や言
語史、 或いは、 法律、 化学など特定領域の研究
を除き、 ドイツ語の専門文献講読を学背tJ標と
する学生は減 少 し たの 他五で、 円 常生活の様 々
な次元における国際化の進展、 外13<:1への旅行、
語学研修、 留学機会の増加、 或いは1t古l人の関心
領域・社会的活動の必要性から言語通刷力養成
を学習H襟に挙げる学生が補えている。
学習目標の多様化と披び90年代の特徴的な変
化として、 高等学校などI�'等教育機関でのカリ
キュラム改革による影響が挙げられる。1990年
文部省の「高等学校における外国 語教育多様化
推進施策j以降、 国際コースの設情など全国の
高等学校での第2外同語教育は静かなjよがりを
見せ、 ドイ ツ語を提供する高校も増加 しこの10
年間でほぼ倍増している。
ところで外周語学習における語種の多様化は、
統合が進むヨーロッパでもみられる。 英語 -核
集中を避け多古語・多文化政策を取るヨーロッ
パ議会は「英語プラスjの構想のもと、 ギムナ
ジウム以外の中等教育段階の各学校でも2外国
語学習を義務化する動きがみられ、 そのための
教授方法の開発、 歴史、 地理、 生物、 数学など
普通科 目 にお けるパイリ ン ガル教育の導入、 個
々人が複数の言語学曹の履膝を記録し就職等に
活用する「言語ポートフォリオjやEU加盟国
で 共 通 に 認 知 され る 1-.1 語 技 能 評 価 体 系
(Common European Framework of Ref.巴r巴nce)の
開発などが検討・試行されている。 1999年llJJ
外凶語教育研究教集と閑両ドイツ文化センター
が共催した同際シンポジウム「外凶語教育とコ
ミュニケーション教育J (関岡大学・百周年記念
会館)の招待講自ilíノルトライン ・ ヴェス卜フア
ーレン州文部省学校教育研究所、 外国語教育部
門室長Dr.Thürmann (ドイツでは文部行政権は
各州にあり、 連邦政府に文部省はない)は、 ア
メリカと異なり多i"i語政策をとるヨーロッパで
は、各聞の学校教育が、如何に複数言語学習を支
援する体制を確立するかが、 将来のヨ ーロ ッ パ
市民 -人一人の就学や就業のmobilìty (移動能
力)を実質的に形成するために重要で、あること
を、 また社会は その責任を負うことを強調して
いた。2001年はiEU言語年Jとされ、 英語教
育の早期化とともに多言語教育が促進されると
いう。 異なった固際環境にあるとはいえ、 日本
でも類似の動きはあり、「英語のみjという外国
語学習の考え方は見直しを迫られるだろう。
ド イツ語は伝統的な学 問 用 語としての地位低
ドが指摘されるが、他方でドイツは、政治・経済・
社会の諸領域で独自の経験を有し国際的にも重
要な固として評価されている。 本学でも多くの
学生はその選択理由として、 メルヘンやロマン
チック街道など伝統的なイメージとならび、 日
本のメディアにも多く紹介されるドイツの環境
問題への取り組みや、 外国人労働者・市民の統
合政策などを挙げている。このようなテーマは、
同時に、 第2外国語の学宵動機形成には、 どの
ような情報にアクセス可能であるかという学習
者の環境が重J要な役割を担っていることを示し
ている。 換言すれば、 英語以外の外国語では、
対象背語の社会・ 文化圏における問題領域、 .&IJ
ち、 内容を重視した外国語学習のカリキュラム
構成が今後一層求められるであろうことを示L
ている。 このいわば当たり前の事実の指摘は、
しかし、 英語以外の外国語学習や異文化に接す
る機会が少ない 環境では、 先ず、 異文化への関
心・理解を深め、 多角的な思考・考察を促すよ
うなテーマ ・問題を取り上げ、 内容而ーから言語
学習へ動機f寸ける方法が有効であることを示唆
している。 そのような主題としては、家庭生活、
若者文化、 学校教育、 労働世界、 政治体制、 社
会問題など、 日常次元から始まり、 現代社会に
共通する
諸問題へ
と広げる
こと が考
えられる
。
ドイツは戦後東西に分割され、 40年間異なっ
た社会体制と文化を発展させてきた。 また先進
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工業諸国では初めて[緑の党jが連邦政府の政
権に参加した固であ り 、 第2次世界大戦に対す
る歴史認識の変容やポーランドとの歴史・地理
教科書合同委員会の活動などは、 凶際的にも高
く 評価されている。 「 自虐 史観I に反対す る 問 内
での歴史家論争、 外国人市民受け入れを巡る議
論など、 日本社 会と共通する 問 題や社 会現象 を
抱え、 しかし異なった取り組みを進めているo
90年の統 \そして壮大な実験であるヨーロッ
パ統合を経済大固として推進するなど、 東アジ
アでの 日本社会と比較しながら 考察するための
多くのテーマを持っている。
このようなテーマと絡めて外国語を学習する
ための教材も既に開発されている。 初級者にと
っては言語的なプログレッションとテーマ的な
プログレッションの有機的な関連が問題とされ
るが、 その困難性に対しては、 例えば、 日本人
とドイツ人の教授者の協同作業による授業で対
応していくことが考えられる。 第2外国語とし
てのドイツ語学習では、 今後、 学習者ーの動機形
成を考えた主題選択と言語習得の観点から、 従
来の品調論シラパスに対し、 発話意図とその具
現形を基盤とする「機能・概念シラパスjを導
入していくことが重要である。 さらに、 学宵プ
ロセスに対応し、 定着段階から応用段階までを
おさえた練習課題や方法の開発、 及びその実践
力 が教授能力の構成要 閃と し て求めら れよ う O
「センタ一報25号jの拙論で論じているように、
他の同でも文学中心から現代ドイツ社会・ 文化
論(ランデスクンデ)を重視したドイツ語教員
養成のカリキュラム改革が進んでいる。 現代社
会の諸問題に即した外国語学習は、 背景文化へ
の認識を広 げ 、 自 文化を相対的に捉え複眼的な
思考を促し、 意見表明力養成へと導く契機を内
包している。
ドイツ語におけるコミュニケーション能力養
成への学習目標の多様化により、 今後社会文化
的主題を考慮したcontent based language leaming 
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とlanguage based con巴nt leamingを有機的に関連
させる教材や方法論の開発が求められる。
2. rコミュニケーション能力養成Jは何
をめざすか
一般にIJ 本では、 外 岡刊でのコ ミュニ ケー シ
ョン能力養成が青声言語の側面から捉えられ、
いわばr古語知識の行}主化jが「コミュニケー
ション能力]の内実であるかのように議論され
る こ とが多い。 しかし外 国語に限らずコミュ ニ
ケーション能力は、 社会集l司の意志決定に参加
するための手段であ ることを認識すべきであろ
う。 故にその日標は、 先ず自己の意見表明能力
の養成にある。 その能力は |司 時に、 意志決定 の
際の判断材料としての情報入手のための基礎能
力でも あ り 、 その開発子段でも ある 。 民 主 主義
社会の多くは学校教育のì'.要11擦として言語コ
ミュニケーション能力の養成を掲け\評価の際
も攻視する。|事l際化時代においては、 典文化を
17誌とする人々との共生 ・協同作業は必須であ
る。タト凶，j奇でのコミュニケーション能力の養成
は、 典文化IIIJでの対等の意志決定能力を育成す
るための蒸本的な課題である。 コミュニケーシ
ヨン能力はt!11ち、 社会的意思形成にj意見表明を
も っ て参加する ための複 合的な村 会的能力であ
り、 社会で共有される基本的な価値観とも深く
関わっている。 この点に関して戦後ドイツ社会
の経験が興味深い例 を示 している 。
既述のように現釈のドイツでは、 第2次大戦
rjlの白国の歴史に対する批判的認識が a般的で
あり、 それは11本とl司|際的にも比較されること
も多い。 民ì'.: ì:義的な憲法と議会制度をもった
ワイマール共手II[五lにおいて、 指導者原理と画一
化政策、 会体;主義に蒸づく「犯罪的な」国家体
制が何故成支し、 {:r:統することができたかとい
う疑問に対しては、 政治的・経済的・社会的に
様々な嬰!大|が指摘できょう。 市民社会の形成と
いう観点からは「社会的・政治(J(l[llj題をHi民 牟
人一 人が考察し、 ， ' ， Itlに;立見表IYJし、 立思形成
に参加するための教育が欠けていたjという指
摘がある。 アメリカ合衆1，，1は第2次大戦後、 全
体主 義 体制を敷いた l ' 本 友 ドイツへ 「再教育 」
のための教育視察凶を派遣しているの判|民はア
メリカの教育研究者ゃれ政関係一行で、 次のよう
な趣旨の報告をドイツに関してまとめているの
l. 戦前においてもドイツ に は優秀な教育思
想家はいたが、 学校教育ではその影響は殆
ど見られず、 上走、卜達式の樵威主義的な教
育方法が伝統的で、あったれ
2. 生徒はー 舟交に!五III祭的な情報から事!JUlし、
教室で白山に討論することもできず、 権威
主義的な授業方法は、 ，'， rhな批判的な分析
力と判断力を符いとってしまいがちであっ
た。
3. ナチ時代を成人として過ごしたドイツ人
を対象とする成人教育では、 特 に |時事II J期
を重視し、 議論による学 科方法を取るべき
であるの
この報行者:は、 ワイマール時代、 比七七義が
国 家 制 度と し て形式的にはず({i : しても、 権威主
義的な帝政時代のコミュニケーションスタイル
が支配的であったことが、 第 情þli[のIl託、kをf足
す要|刈であったことをjJ�1I愛しているの アメリカ
の教育使節同は戦後ドイツネ1会の民主化にあた
り「民主主義はドl家の制度としてよりも、先ず、
『生活様式』を指すことを別解すべきであるjと
し、 社会的な問題や政治に対し積極的に関心を
抱き、flL'.の立はを形成し表lりjする能力の育成
が、rtï1( (公民)教育の基礎課題で、あるとした。
「臣民文化(untertancnkultur)をItj l\;文化
(Burgerkultur)へ変えることが、 戦後導入され
た公民科教育の示唆な課題であ る j という訟 ロ哉
は、 その後多くのドイツ人知識人にも共イfされ
るに主った 手校教育においては例え，.r/j，'}:校
5年次の公民科で、 例人と集トJ[の関係を対象化
し、 同調行動を批判的に考察するような題材が
論じられている。
このような教育け襟や社会的認識の変容は、
60年代後半、広範な異議巾立て運動が広がった
時代、 ドイツ社民党政権の誕生後顕在化してい
った。 プラント首相は所信表明演説で “Wir
wollen mehr Demokratie wagen." (我々はもっと
多くの民主主義を試みよう)と訴え、 ドイツ社
会は「第2の民主主義建設の時代jを迎える。
幾つかの混乱もあったが、 70年代を通じて穏々
の機構改革や情報開示が促進された。 朕史認識
が大きく変化するのもそれ以降である。第2の民
主 化の過校で強調 されたのが「政治参加」 の思
想である。それは一般の市民生活に限定されず、
“Die Schu\e der Demokratie ist die Schule" (民主
主義を学習する 学校は、 学校である) という 考
えに基づき、 学校生活においても「生徒の共同
責任制度jに実質的な参加の権利を保証する動
きが出てきた。 例 えば生徒の利害に直接関わる
議題に関しては、 学年に応じて代表が聴問権、
提?J権、 審議権など異なる権利に基づき、 直接
立比を表明し、 決定に参加する組織形態が制度
化され、 校則等も議論に付された。 国語・外ド|
請のカリキュラム改革では、 日常言語テクスト
やLJ常言語コミュニケーション様式が授業に取
り入れられ考察の対象となった。 上意下達形式
の意思決定から合議官Ij原則が実践されるにあた
り 、 権利 と責任に基づき民 主的な意思決定に参
加し共同体を維持する能力は自然発生的に生じ
るものではなく、 公教育で自覚して育てていく
べきだという考えがその根底にみられるo
1997年 ボンの 「連邦 公民教育センターjが統
イ麦初めて東両i吋ドイツ市民から収集した戦争
直後の一般'rti民のけ記、 手紙、 インタビュー、
公的記録等をもとにまとめた報告書では、「命令
一服従Iとし、う人間関係が支配的な社会では、
I'l しょの政治的百動の有効性に対する信頼性の欠
如や、 IJ己の投票行動に対して責任を取ること
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を心理的に拒否するような姿勢が育ちやすい傾
向が存在したことが指摘されている。
戦後ドイツで、 民主主義社会を建設するため
社会的に認識された 一 つ の課題が「成熟 し た 市
民の育成jであ った。「成熟J (mundig)は、
般に「人権など基本的権利を尊重し、 自立し、
自由で社会的・民主主義的な共同体を形成・維
持し、 その過程に参加し、 責任を持って意思と
行動を決定できる能力をもっ」と理解されてい
る。明らかに啓蒙主義思潮に基づく定義で あり、
日本語の「円熟」とは異なる意味領域を持つの
そのような「市民性I にとり 、 言語 コミュニケ
ー シ ョ ンを手段とし対人関係を築 き調整 し 、 よ
り良い妥協点を求めて交渉していく能力は不可
欠である。
戦後ドイツ社会ではこのような価値観の変容
が、 学校のみならず家庭教育でもみられるO エ
ムニド世論調査研究所によると、 50ifイ℃、 教育
目標としてより高〈評価されていた「従)11買さと
服従」は「自立と自由な意思表明力」と交代し、
90年度、後者は60%以上が支持するのに対し、前
者の支持は10%に過ぎない。
現在ドイツの学校では、 授業方法として議論
は日常の光景であり、 家庭での議論も珍しくな
く、 ホームステイなどで日本入学生が戸惑うこ
とも少なくない。 彼らの多くは家庭や職場で議
論を好み、 日本人からは「議論好きである」 と
いう印象を持たれることも多い。 しかし積極的
に意見を表明し議論を桁うという言語行動は、
戦前のドイツ社会では決して一般的ではなかっ
たのである。 暗記を主とした学習方法では、 議
論は支配的な教授手段や求められる目標でもな
かった。 積極的なコミュニケーション行動力の
育成は、 権威への服従、 従順さ等を属性とする
「同調主義的・受容的価値態度」 から「白な・n
己決定能力、 自己責任j等を属性とする「批判
的自立志向の価値態度jへという戦後ドイツ社
会における価値観の変容とも深 く関 わっ ている
ので ある。
現夜の日本社会で、 コミュニケーション能}J
義成を守t判LI標として掲げるとき、 このような
価fili的側面を見務とすべきではないであろう。
さもなければ、 外f玉|諦コミュニケーション能力
は:表表!層爵的に捉えられ
tωur，閃巴s for wha抗t?1fということにもなりカか、ねない。こ
のことは同時
に
、 外開請て、のコミュニケーショ
ン能力養成が、 複眼的思考の促進やI��文化への
反省能力、 批判的思考など、 同|際化時代に求め
られる市民性育成
のための費承な契機を
も合ん
でいることを明らかにしているの
以 L述べたよう に、 第2 外問 語としての ドイ
ツ語教育は 、 コ ミ ュニケー ショ ン 能力養成に関
しでも、 H襟や方法の多様化と関連Lて多くの
可能性をもっている。
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